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様式第１号別紙１ 

 

年  月  日 

 

 

令和５年度「就職困難者に対する就労支援事業」 

実施計画書 
 

 

大阪府知事 様 
 

 

「就職困難者に対する就労支援事業」における実施計画（実施体制、事業実績等）

は下記のとおりです。 

 

Ⅰ 実施体制について 
ふ り が な 

事 業 者 名 

 

 

代表者職・氏名  

事 業 者 住 所  

事 業 実 施 場 所  

業 務 責 任 者  

業 務 従 事 者 

（職・氏名） 
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求 職 情 報 の 

収 集 

 

大阪府内の市町村（地域就労支援センター）と連携し、大阪府内の就職困難者等から求職

ニーズ等の収集を行っているか。 

令和２年度と令和３年度の大阪府内の市町村（地域就労支援センター）から収集した求職

情報数、訪問や助言（電話、ウェブ含む）を行った自治体数（実数）とその回数（延べ数）

について記載してください。 

また、そのほかの取組内容や実績、令和５年度の計画や目標等について、具体的な数値を

示すなど詳細に記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

求人企業等の開拓 

大阪府内の就職困難者の求人を行う企業（大阪府内）の開拓を行っているか。 

令和２年度と令和３年度の取組内容（府内企業に対する、就職困難者の雇用に関するニー

ズ調査等）や実績、令和５年度の計画や目標等について、企業開拓により確保した（する）

人数枠を示すなど詳細に記載してください。 
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職場実習先の確保 

大阪府内の就職困難者に対し、大阪府内で職場実習の機会を提供しているか。（協力企業

等に働きかけて実習先を確保したものだけではなく、事業者自らが実習を行ったものにつ

いても記載してください。） 

令和２年度と令和３年度の取組内容や実績、令和５年度の計画や目標等について、具体的

な実施回数を示すなど詳細に記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

就職実現に向けた

マ ッ チ ン グ 

大阪府内の就職困難者の就職実現に向け、就職準備性向上のための研修会の開催や求職者

フォローの実施、企業（大阪府内）とのマッチング機会の提供などの取組みを実施してい

る場合はその内容を記載してください。 

令和２年度と令和３年度は取組内容や就職者数（※）を、令和５年度は計画や目標等を詳

細に記載してください。 

 

※就職者数は職業紹介権の有無に関わらず、事業者が職場見学や職場実習の支援を行い就

職につながった人数を記載してください。 
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就職した者への 

定 着 支 援 

大阪府内の就職困難者が就職した後、定着支援を実施しているか。 

令和２年度と令和３年度に実施した支援内容や実績、令和５年度の計画や目標等につい

て、３ヶ月経過後の定着者数を示すなど詳細に記載してください。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他の取組み 

大阪府内の就職困難者の就職実現に向けた上記以外の取組み（生活困窮者自立支援や被保

護者就労支援の担当部署・事業組織等との連携含む）について、令和２年度と令和３年度

の取組内容や実績、令和５年度の計画や目標等について、具体的な数値を示すなど詳細に

記載してください。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ス ケ ジ ュ ー ル 

令和５年度の取組みに係る年間スケジュールを記載してください。 
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Ⅱ 事業実績等について 
 

 

１．企業との連携 

協力企業の数（令和５年２月 16日現在） 社 

 

 

２．就職困難者の雇用等に関する事業の実施状況 

（１）協力企業に対する就職困難者の雇用・就労促進に関する研修会、講習会の実施 

 

  テーマ 概要 

令和２年度 有・無   

令和３年度 有・無   

 

 

（２）就職困難者の雇用に関する事業の実施 

   （自治体から委託又は補助を受けて実施したものに限る。） 
   ※「有」の場合、自治体名と事業名を記載 

  自治体名 事業名 

令和２年度 有・無   

令和３年度 有・無   

 

 

（３）公正採用選考人権啓発推進員の配置（申請日現在）  有 ・ 無  


